
 

平成２８年５月 

介護予防・日常生活支援総合事業開始にあたって 

 

東郷町役場 福祉部 長寿介護課 

  

 東郷町では、平成２８年７月１日から、介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合

事業」という。）を開始します。 

 総合事業は、支援や介護の必要な状態になる前から予防をすすめ、出来るだけ長く元気

で安全に生活していただく地域づくりをしつつ、高齢者の支援を進めていこうとするもの

です。 

支援が必要になったらすぐに、全国一律のプロによるサービスを受けるのではなく、自

ら健康を維持する、地域の活動やサービスに参加する、元気な高齢者が可能な範囲で支援

の必要な方を支えていく、ということを目標にしています。 

 

 

                              【厚生労働省資料から抜粋】 

   

 

 

 

 

  



１ 総合事業の利用について 

  ６月末で更新となる方、７月１日以降新規申請をする方から順次総合事業に移行しま 

す。 

平成２８年７月１日から総合事業を開始しますが、混乱を招きますので、要支援者全 

員を一度に移行することはせず、対象となる方から順に案内をすすめます。 

 平成２９年６月末までは現行相当サービスの利用が出来ますが、現行相当サービスの 

利用対象者は、一定の条件を満たす方に限定していきます。訪問介護、通所介護のサー 

ビスを受けている利用者に対し、新しい制度に変わっていくことをお話しください。 

 また、現在認定を受けている方が、更新の時期を待たずに前倒しで総合事業に移行す 

ることは、混乱を避けるため、行わない方針です。 

 

 上記の図で示すとおり、利用者の総合事業への移行のタイミングは次の３つです。 

  ① 要支援認定を受けていた方が、更新後、再度要支援認定を受ける。 

   ② 要介護認定を受けていた方が、更新後、要支援認定を受ける。 

   ③ 新規で申請した方が、基本チェックリストにより総合事業対象者となる。 

   

＊介護予防事業所における利用者の違い 

   事業所が、総合事業のみなし指定を受け、基準緩和型サービスの指定を合わせて受 

けた場合、以下の３パターンが考えられます。 

   Ａ 介護予防訪問介護、介護予防通所介護サービスを受ける方 

   Ｂ 総合事業（現行相当サービス）を受ける方 

   Ｃ 総合事業（基準緩和型サービス）を受ける方 

    

   Ａは、まだ更新月が到来していない方 

   Ｂは、更新月が到来し、引き続きこれまでのサービス内容と同等に利用する方 

   Ｃは、引き続きこれまでのサービス内容でなくとも良い方、新規利用の方 

   東郷町では平成２９年７月から、ＢまたはＣのみとなります。 

  

① 

③ 

② 



２ 事業所の指定について 

  現在の介護予防事業所の指定日により申請の要・不要が変わります。 

  ① 平成２７年４月１日で指定を受けていた事業所 

 全国一律に、総合事業実施事業所としてみなし指定を受けているため、平成３０ 

年３月３１日までは特に指定申請に関する事務なし。 

 

② 平成２７年４月１日以降指定を受けた（受ける）事業所 

    ①のようにみなし指定を受けていないため、要支援認定者を引き続き受入れる場 

合は東郷町への指定申請が必要。 

 

③ 平成２８年７月以降、基準緩和型サービスを実施する事業所 

  基準緩和型サービスを実施する場合は、東郷町への指定申請が必要。 

 

 

  ＊②及び③の指定申請様式については、後日 HPに掲載します。 

  ＊平成３０年度以降の指定については、平成２９年度中にご案内します。 
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３ 利用者との契約について 

  認定を更新される方から順次総合事業に移行しますので、更新のタイミングで総合事 

業に対応した契約に差替えてください。（平成２８年７月に、全員の利用者に対し契約を 

結びなおす必要はありません。） 

 新規で総合事業を利用する方については、従前の契約書を使用しないでください。 

 

 

４ サービスの基準について 

  現行相当サービスを含め、東郷町における総合事業の基準は、平成２８年７月からし 

ばらくの間、別紙（資料１）のとおりとします。 

 現在は制度の移行期であり、全ての自治体が総合事業に移行した後（平成２９年度中） 

に、基準の見直しを行う予定です。 

 ＊サービスを実施する事業所について 

 

 訪問サービス 通所サービス 

現行相当サービス みなし指定事業所 

（平成２７年４月１日時点で介護予防サービス事業所と

して指定を受けていた事業所） 

東郷町指定事業所 

（平成２７年４月１以降、介護予防サービス事業所の指定

を受けた事業所） 

基準緩和型サービス A 東郷町指定事業所 

東郷町委託事業所 

（シルバー人材センター） 

東郷町指定事業所 

東郷町委託事業所 

(東郷町施設サービス（株）） 

通所型サービス C  東郷町委託事業所 

(東郷町施設サービス（株）） 



５ サービスの利用と併用について 

  要介護認定、要支援認定、総合事業対象者それぞれが利用できるサービスは下表のと 

おりです。  

  

 

 

 また、東郷町において、現行相当サービスは基本的には包括報酬ですが、総合事業のサ 

ービスとの併用を認めていきます。 

  サービスを併用する場合は、包括報酬ではなく単価での請求になりますので注意が必 

要です。（ただし、現行相当サービスを月に４回または８回を超え利用するような場合は、 

包括報酬での請求となります。） 

 



６ 認定申請中のサービスの利用と費用の関係 

  総合事業は、基本チェックリストで該当すればサービスの利用が出来るため、介護認 

定申請が同時にできます。 

 認定の結果によってはサービス費が全額自己負担となる場合があるため、注意が必要 

です。下表をもとに、別紙（資料２）にまとめています。 

 

 

７ 利用者負担額及び区分支給限度額 

  一部の委託サービスを除き、介護給付と同等（１割又は２割）の負担とします。 

 

 

 



８ 介護予防ケアマネジメント 

  介護予防ケアマネジメントに係る届出様式は、後日 HPに掲載します。 

  届出の基準は以下のとおりです。 

 

 

  また、介護予防ケアマネジメントは、A、B、Cの３種類ありますが、東郷町ではしば 

らくの間、介護予防ケアマネジメント A のみ使用します。（詳細は、別紙資料１ Ｐ９） 

 

９ 各種様式について 

  作成したものから順次 HPに掲載します。現行の様式で代用できるものもあります 

が、代用する際は様式名を見え消しするなどの対応をお願いします。 

 

 ⑴ 新しく作成するもの  

〇事業所指定申請書 

〇介護予防ケアマネジメント届出書 

⑵ 現在利用しているものを流用するもの 

〇ケアプラン様式 

〇給付実績報告書 

 

   

 

 

 

 

 

 

 


